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利用上の注意 

 

・数値は、表示単位未満の位で四捨五入しているため、合計と内訳の計は一致しない場合がある。 

 

・増減率、構成比の数値は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、個々の集計値の合計は 100％と

ならない場合がある。 

 

・表中に用いた符号は、次のとおりである。 

 「0.0」‥‥‥‥ 単位未満の数値 

「△」 ‥‥‥‥ 負数（減少） 

 

 

 

 

 

 

 



令和７年度一般会計予算(案)の概要 
 

１ 一般会計の歳入歳出予算(案)の規模 

185,397,000 千円 （対前年度比 10,608,000 千円 6.1％増） 

 

２ 歳入予算(案)                      (単位：千円) 

区 分 予算額 構成比(%) 対前年度増減額 増減率(%) 

市税 58,869,165 31.8 3,923,088 7.1 

地方消費税交付金 8,778,308 4.7 1,210,074 16.0 

地方交付税 10,130,204 5.5 731,668 7.8 

分担金及び負担金 640,177 0.3 △47,836 △7.0 

使用料及び手数料 3,661,793 2.0 85,697 2.4 

国庫支出金 55,482,601 29.9 5,635,575 11.3 

県支出金 21,023,370 11.3 1,346,462 6.8 

繰入金 7,745,229 4.2 220,494 2.9 

諸収入 2,421,468 1.3 523,948 27.6 

市債 11,054,000 6.0 △2,806,173 △20.2 

その他 5,590,685 3.0 △214,997 △3.7 

合 計 185,397,000 100 10,608,000 6.1 

 

３ 歳出予算(案)（性質別分析） 

(1) 義務的経費                      (単位：千円) 

 区 分  予算額 対前年度増減額 増減率(%) 主な増減 

人件費 24,514,083 1,275,409 5.5 
職員給与費（消防費）    143,080 増 

統計調査事務費       134,433 増 

扶助費 76,780,324 5,041,718 7.0 
児童手当支給費         3,535,495 増

物価高騰対応支援給付金 

（令和 6 年度継続分）    1,483,660 増 

公債費 10,941,385 △42,630 △0.4 一般会計元金償還        62,563 減 

合計 112,235,792 6,274,497 5.9  

※一般会計市債現在高見込額 

(令和７年度末)134,135,501 千円 （対前年度末 208,425 千円増） 
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(2) 投資的経費                   (単位：千円) 

区 分 予算額 対前年度増減額 増減率（％） 

投資的経費 18,731,897 1,428,172 8.3 

 うち普通建設事業(単独) 4,027,575 △619,760 △13.3 

 うち普通建設事業(補助) 14,704,318 2,047,932 16.2 

 うち災害復旧事業費 4 0 0.0 

 

（普通建設事業） 

主な普通建設事業（単独）                   （単位：千円） 

地域居住機能再生推進事業 862,046 

社会教育施設老朽化抑制事業（塩害防止、長寿命

化）（首里公民館・図書館） 
525,262 

那覇空港南側船揚場整備事業 451,909 

安岡中学校長寿命化改良（予防改修）事業 246,428 

市営住宅ストック総合改善事業 153,768 

 

主な普通建設事業（補助）                   （単位：千円） 

沖縄都市モノレールインフラ外整備事業 2,678,280 

地域居住機能再生推進事業 2,145,650 

街路整備事業（公共投資交付金） 918,250 

崇元寺跡保存整備事業 753,521 

新真和志複合施設建設事業 656,547 

与儀小学校給食調理場改築事業 571,124 

（仮称）国宝等収蔵・展示施設整備事業 506,387 

（仮称）識名出張所整備事業 504,270 

パレット市民劇場施設機能強化事業 493,666 

公私連携型認定こども園園舎建設補助事業 444,975 
 
 

(3) その他の経費               (単位：千円) 

区 分 予算額 対前年度増減額 増減率（％） 

物件費 20,172,746 2,313,043 13.0 

繰出金 14,241,744 66,448 0.5 

補助費等 11,746,088 2,558,414 27.8 

その他 8,268,733 △2,032,574 △19.7 

 
 

- 2 -



 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
令

和
７

年
度

 
⼀

般
会

計
歳

⼊
予

算
 

款
別

対
前

年
度

⽐
較

表
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
 単

位
：

千
円

増
減

額
（

Ｃ
）

伸
 

 
率

予
算

額
（

A）
構

成
⽐

％
予

算
額

（
B）

構
成

⽐
％

（
Ｂ

）
−

（
Ａ

）
（

Ｃ
／

Ａ
）

％

1
市

税
54

,9
46

,0
77

31
.4

58
,8

69
,1

65
31

.8
3,

92
3,

08
8

7.
1

①
市

⺠
税

（
個

⼈
）

16
,2

10
,3

66
9.

3
18

,3
08

,2
45

9.
9

2,
09

7,
87

9
12

.9
R6

最
終

調
定

⾒
込

額
×

総
務

省
20

25
地

⽅
税

収
⾒

込
前

年
度

⽐
伸

率
②

市
⺠

税
（

法
⼈

）
3,

73
1,

77
1

2.
1

4,
27

5,
97

8
2.

3
54

4,
20

7
14

.6
R6

最
終

調
定

⾒
込

額
×

総
務

省
20

25
地

⽅
税

収
⾒

込
前

年
度

⽐
伸

率
③

固
定

資
産

税
28

,0
89

,9
01

16
.1

28
,9

58
,4

58
15

.6
86

8,
55

7
3.

1
負

担
調

整
措

置
に

よ
り

課
税

標
準

額
が

上
昇

④
軽

⾃
動

⾞
税

90
4,

12
7

0.
5

93
8,

60
5

0.
5

34
,4

78
3.

8
R6

実
績

に
よ

り
、

課
税

台
数

増
の

⾒
込

み
⑤

市
た

ば
こ

税
4,

84
6,

30
9

2.
8

5,
26

2,
97

3
2.

8
41

6,
66

4
8.

6
R6

最
終

調
定

⾒
込

額
×

総
務

省
20

25
地

⽅
税

収
⾒

込
前

年
度

⽐
伸

率
⑥

⼊
湯

税
32

,7
90

0.
0

33
,4

58
0.

0
66

8
2.

0
R6

最
終

調
定

⾒
込

額
×

総
務

省
20

25
地

⽅
税

収
⾒

込
前

年
度

⽐
伸

率
⑦

事
業

所
税

1,
13

0,
81

3
0.

6
1,

09
1,

44
8

0.
6

△
 3

9,
36

5
△

3.
5

事
業

所
の

廃
⽌

等
に

よ
る

減
の

⾒
込

み
2

地
⽅

譲
与

税
72

5,
92

9
0.

4
77

2,
05

2
0.

4
46

,1
23

6.
4

県
の

⾒
込

額
、

航
空

機
・

と
ん

税
は

R6
⾒

込
額

に
総

務
省

の
⾒

込
割

合
を

乗
じ

て
積

算
3

利
⼦

割
交

付
⾦

8,
01

4
0.

0
15

,0
80

0.
0

7,
06

6
88

.2
県

の
⾒

込
額

4
配

当
割

交
付

⾦
10

1,
90

0
0.

1
10

4,
67

6
0.

1
2,

77
6

2.
7

県
の

⾒
込

額
5

株
式

等
譲

渡
所

得
割

交
付

⾦
11

3,
53

6
0.

1
20

1,
44

8
0.

1
87

,9
12

77
.4

県
の

⾒
込

額
6

地
⽅

消
費

税
交

付
⾦

7,
56

8,
23

4
4.

3
8,

77
8,

30
8

4.
7

1,
21

0,
07

4
16

.0
県

の
⾒

込
額

7
環

境
性

能
割

交
付

⾦
59

,7
22

0.
0

54
,8

55
0.

0
△

 4
,8

67
△

 8
.1

県
の

⾒
込

額

8
国

有
提

供
施

設
等

所
在

市
町

村
助

成
交

付
⾦

36
1,

11
5

0.
2

36
5,

44
6

0.
2

4,
33

1
1.

2
R6

年
度

実
績

に
よ

る
⾒

込
額

9
地

⽅
特

例
交

付
⾦

1,
33

0,
50

7
0.

8
11

9,
11

7
0.

1
△

 1
,2

11
,3

90
△

 9
1.

0
総

務
省

予
算

概
算

要
求

を
基

に
算

出
し

た
額

10
地

⽅
交

付
税

9,
39

8,
53

6
5.

4
10

,1
30

,2
04

5.
5

73
1,

66
8

7.
8

①
普

通
交

付
税

8,
65

9,
22

5
5.

0
9,

37
9,

06
4

5.
1

71
9,

83
9

8.
3

国
の

R7
年

度
地

⽅
財

政
対

策
の

概
要

及
び

R6
年

度
の

収
⼊

実
績

に
基

づ
く

⾒
込

額
②

特
別

交
付

税
73

9,
31

1
0.

4
75

1,
14

0
0.

4
11

,8
29

1.
6

国
の

R7
年

度
地

⽅
財

政
対

策
の

概
要

に
基

づ
く

⾒
込

額
11

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

⾦
40

,0
00

0.
0

35
,0

00
0.

0
△

 5
,0

00
△

 1
2.

5
R4

・
5年

度
実

績
に

よ
る

⾒
込

額
12

法
⼈

事
業

税
交

付
⾦

76
7,

00
2

0.
4

89
2,

44
9

0.
5

12
5,

44
7

16
.4

県
の

⾒
込

額
13

分
担

⾦
及

び
負

担
⾦

68
8,

01
3

0.
4

64
0,

17
7

0.
3

△
 4

7,
83

6
△

 7
.0

保
育

所
運

営
費

保
護

者
負

担
⾦

（
認

可
）

 
59

0,
66

6（
△

53
,1

27
）

14
使

⽤
料

及
び

⼿
数

料
3,

57
6,

09
6

2.
1

3,
66

1,
79

3
2.

0
85

,6
97

2.
4

市
営

住
宅

使
⽤

料
（

公
営

住
宅

）
 

1,
81

5,
79

6（
26

,9
52

）
15

国
庫

⽀
出

⾦
49

,8
47

,0
26

28
.5

55
,4

82
,6

01
29

.9
5,

63
5,

57
5

11
.3

児
童

⼿
当

国
庫

負
担

⾦
 

6,
99

2,
47

6（
3,

45
6,

89
0）

16
県

⽀
出

⾦
19

,6
76

,9
08

11
.3

21
,0

23
,3

70
11

.3
1,

34
6,

46
2

6.
8

⼦
ど

も
の

た
め

の
教

育
・

保
育

給
付

費
負

担
⾦

 
3,

25
8,

00
4（

33
4,

43
5）

区
 

分
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
備

考
（

増
減

額
）

款
名

称

- 3 -



増
減

額
（

Ｃ
）

伸
 

 
率

予
算

額
（

A）
構

成
⽐

％
予

算
額

（
B）

構
成

⽐
％

（
Ｂ

）
−

（
Ａ

）
（

Ｃ
／

Ａ
）

％

区
 

分
令

和
６

年
度

令
和

７
年

度
備

考
（

増
減

額
）

款
名

称
17

財
産

収
⼊

94
1,

67
8

0.
5

1,
35

5,
00

1
0.

7
41

3,
32

3
43

.9
⼟

地
売

払
収

⼊
 

68
8,

25
0（

38
4,

22
2）

18
寄

附
⾦

85
6,

27
9

0.
5

1,
17

5,
56

1
0.

6
31

9,
28

2
37

.3
ふ

る
さ

と
づ

く
り

寄
附

⾦
 

1,
16

7,
76

0（
31

5,
48

3）
 

19
繰

⼊
⾦

7,
52

4,
73

5
4.

3
7,

74
5,

22
9

4.
2

22
0,

49
4

2.
9

①
財

政
調

整
基

⾦
繰

⼊
⾦

3,
89

1,
08

4
2.

2
3,

48
2,

45
1

1.
9

△
 4

08
,6

33
△

10
.5

②
そ

の
他

基
⾦

等
繰

⼊
⾦

3,
63

3,
65

1
2.

1
4,

26
2,

77
8

2.
3

62
9,

12
7

17
.3

減
債

基
⾦

繰
⼊

⾦
 

2,
52

6,
16

5（
46

3,
56

6）
20

繰
越

⾦
50

0,
00

0
0.

3
50

0,
00

0
0.

3
0

0.
0

21
諸

収
⼊

1,
89

7,
52

0
1.

1
2,

42
1,

46
8

1.
3

52
3,

94
8

27
.6

デ
ジ

タ
ル

基
盤

改
⾰

⽀
援

補
助

⾦
 

61
1,

75
2（

41
1,

57
2）

22
市

債
13

,8
60

,1
73

7.
9

11
,0

54
,0

00
6.

0
△

 2
,8

06
,1

73
△

 2
0.

2
①

総
務

債
0

0.
0

62
2,

30
0

0.
3

62
2,

30
0

皆
増

⼀
般

補
助

施
設

債
（

沖
縄

振
興

特
別

推
進

交
付

⾦
) 

57
5,

80
0（

皆
増

）
②

衛
⽣

債
8,

16
3,

90
0

4.
7

5,
35

9,
60

0
2.

9
△

 2
,8

04
,3

00
△

34
.4

病
院

事
業

債
 

5,
19

2,
20

0（
△

2,
90

5,
70

0）
③

農
林

⽔
産

業
債

12
1,

10
0

0.
1

16
6,

70
0

0.
1

45
,6

00
37

.7
⼀

般
単

独
事

業
債

 
16

6,
70

0（
45

,6
00

）
④

⺠
⽣

債
15

9,
00

0
0.

1
13

0,
20

0
0.

1
△

 2
8,

80
0

△
18

.1
社

会
福

祉
施

設
整

備
事

業
債

 
11

0,
70

0（
△

40
,1

00
）

 
⑤

⼟
⽊

債
2,

26
7,

00
0

1.
3

1,
92

2,
30

0
1.

0
△

 3
44

,7
00

△
15

.2
公

営
住

宅
建

設
事

業
債

 
71

3,
00

0（
△

49
9,

60
0）

⑥
消

防
債

27
7,

00
0

0.
2

42
7,

20
0

0.
2

15
0,

20
0

54
.2

⼀
般

補
助

施
設

整
備

等
事

業
債

 
24

8,
00

0（
13

5,
40

0）
⑦

教
育

債
2,

22
5,

20
0

1.
3

2,
42

5,
70

0
1.

3
20

0,
50

0
9.

0
緊

急
防

災
・

減
債

事
業

債
（

防
衛

）
 

39
3,

90
0（

皆
増

）
⑧

臨
時

財
政

対
策

債
64

6,
97

3
0.

4
0

0.
0

△
 6

46
,9

73
皆

減
臨

時
財

政
対

策
債

 
0（

△
64

6,
97

3）
合

計
17

4,
78

9,
00

0
10

0
18

5,
39

7,
00

0
10

0.
0

10
,6

08
,0

00
6.

1

- 4 -



増
減

額
（

Ｃ
）

伸
率

（
％

）
予

算
額

（
Ａ

）
構

成
⽐

（
％

）
予

算
額

（
Ｂ

）
構

成
⽐

（
％

）
(Ｂ

)−
(Ａ

)
（

Ｃ
／

Ａ
）

78
3,

33
4

0.
5

78
0,

45
0

0.
4

△
 2

,8
84

△
 0

.4
デ

ジ
タ

ル
会

議
シ

ス
テ

ム
更

新
事

業
 

0（
△

6,
65

0）
ホ

ノ
ル

ル
市

姉
妹

都
市

提
携

65
周

年
記

念
事

業
 

4,
63

0（
皆

増
）

12
,2

10
,4

61
7.

0
15

,6
62

,0
36

8.
4

3,
45

1,
57

5
28

.3
基

幹
系

シ
ス

テ
ム

標
準

化
事

業
 

1,
42

9,
06

7 
(1

,0
01

,7
46

)
パ

レ
ッ

ト
市

⺠
劇

場
施

設
機

能
強

化
事

業
 

50
0,

67
6 

(4
88

,8
52

)
（

仮
称

）
国

宝
等

収
蔵

・
展

⽰
施

設
整

備
事

業
 

50
6,

38
7 

(4
86

,9
65

)
95

,7
86

,9
45

54
.8

10
1,

42
9,

32
4

54
.7

5,
64

2,
37

9
5.

9
児

童
⼿

当
⽀

給
費

 
8,

63
8,

02
0 

(3
,5

35
,4

95
)

物
価

⾼
騰

対
応

⽀
援

給
付

⾦
（

令
和

6年
度

継
続

分
）

 
1,

57
7,

41
8 

(皆
増

)
認

定
こ

ど
も

園
施

設
型

給
付

費
 

5,
83

0,
10

1 
(8

50
,0

23
)

17
,1

97
,7

10
9.

8
15

,4
10

,9
00

8.
3

△
 1

,7
86

,8
10

△
 1

0.
4

病
院

事
業

債
貸

付
⾦

 
5,

19
2,

20
0 

(△
2,

90
5,

70
0)

病
院

事
業

運
営

費
負

担
⾦

 
97

4,
27

8 
(3

23
,9

37
)

予
防

接
種

事
業

 
1,

20
3,

72
6（

17
3,

35
5）

5
労

働
費

38
,1

36
0.

0
37

,8
52

0.
0

△
 2

84
△

 0
.7

職
員

給
与

費
（

労
働

諸
費

）
 

13
,8

10
 

(△
30

0)
52

8,
15

0
0.

3
73

6,
74

6
0.

4
20

8,
59

6
39

.5
那

覇
空

港
南

側
船

揚
場

整
備

事
業

 
45

1,
90

9 
(1

20
,8

77
)

泊
漁

港
等

整
備

基
本

計
画

策
定

事
業

 
71

,6
12

（
皆

増
）

市
⿂

マ
グ

ロ
等

⽔
産

物
流

通
⽀

援
事

業
 

28
,4

94
 

(1
1,

29
8)

1,
35

0,
48

1
0.

8
1,

38
6,

93
3

0.
7

36
,4

52
2.

7
奥

武
⼭

地
域

ス
ポ

−
ツ

観
光

交
流

拠
点

整
備

事
業

 
10

4,
60

1 
(皆

増
)

て
ん

ぶ
す

那
覇

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

事
業

 
96

,9
41

 
(△

19
,9

36
)

那
覇

市
Ｉ

Ｔ
イ

ン
キ

ュ
ベ

ー
ト

施
設

運
営

事
業

 
42

,4
00

 
(△

18
,7

54
)

16
,4

76
,8

34
9.

4
16

,4
38

,2
14

8.
9

△
 3

8,
62

0
△

 0
.2

地
域

居
住

機
能

再
⽣

推
進

事
業

 
3,

00
7,

69
6（

△
1,

55
1,

16
4）

新
真

和
志

複
合

施
設

建
設

事
業

 
65

9,
96

0 
(6

07
,0

45
)

沖
縄

都
市

モ
ノ

レ
ー

ル
イ

ン
フ

ラ
外

整
備

事
業

 
2,

67
8,

28
0（

18
0,

33
7）

9
消

防
費

3,
52

2,
41

7
2.

0
4,

21
4,

41
3

2.
3

69
1,

99
6

19
.6

（
仮

称
）

識
名

出
張

所
整

備
事

業
 

50
9,

66
6 

(4
23

,3
90

)
防

災
⾏

政
無

線
更

新
事

業
 

27
5,

48
2（

23
8,

33
3）

15
,4

53
,3

89
8.

8
17

,5
58

,3
93

9.
5

2,
10

5,
00

4
13

.6
学

校
給

⾷
費

⽀
援

事
業

 
88

3,
13

1 
(皆

増
)

社
会

教
育

施
設

⽼
朽

化
抑

制
事

業
（

塩
害

防
⽌

、
⻑

寿
命

化
）

（
⾸

⾥
公

⺠
館

・
図

書
館

）
81

1,
88

6 
(7

97
,6

49
)

与
儀

⼩
学

校
給

⾷
調

理
場

改
築

事
業

 
83

1,
31

5 
(7

56
,6

21
)

11
災

害
復

旧
費

4
0.

0
4

0.
0

0
0.

0
10

,9
84

,0
15

6.
3

10
,9

41
,3

85
5.

9
△

 4
2,

63
0

△
 0

.4
公

債
費

（
⼀

般
会

計
元

⾦
償

還
）

 
10

,1
38

,9
78

 
(△

62
,5

63
)

公
債

費
（

⼀
般

会
計

利
⼦

⽀
払

）
 

77
6,

39
8 

(2
0,

53
3)

13
諸

⽀
出

⾦
35

7,
12

4
0.

2
70

0,
35

0
0.

4
34

3,
22

6
96

.1
市

た
ば

こ
税

県
交

付
⾦

 
70

0,
34

9 
(3

43
,2

26
)

14
予

備
費

10
0,

00
0

0.
1

10
0,

00
0

0.
1

0
0.

0
合

計
17

4,
78

9,
00

0
10

0
18

5,
39

7,
00

0
10

0
10

,6
08

,0
00

6.
1

8
⼟

⽊
費

10
教

育
費

12
公

債
費

4
衛

⽣
費

6
農

林
⽔

産
業

費

7
商

⼯
費

1
議

会
費

2
総

務
費

3
⺠

⽣
費

令
和

７
年

度
 

⼀
般

会
計

歳
出

予
算

 
款

別
対

前
年

度
⽐

較
表

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
単

位
：

千
円

）

区
 

分
令

和
 ６

年
度

令
和

７
年

度
備

考
（

増
減

額
）

款
名

称

- 5 -



区　　分 増減額(C） 伸率

予算額
(Ａ)

構成比
(%)

予算額
(Ｂ)

構成比
(%)

(B)-(A)
(C）/(A)

(%)

市税 54,946,077 31.4 58,869,165 31.8 3,923,088 7.1 

分担金及び負担金 688,013 0.4 640,177 0.3 △ 47,836 △ 7.0 

使用料及び手数料 3,576,096 2.0 3,661,793 2.0 85,697 2.4 

財産収入 941,678 0.5 1,355,001 0.7 413,323 43.9 

寄附金 856,279 0.5 1,175,561 0.6 319,282 37.3 

繰入金 7,524,735 4.3 7,745,229 4.2 220,494 2.9 

繰越金 500,000 0.3 500,000 0.3 0 0.0 

諸収入 1,897,520 1.1 2,421,468 1.3 523,948 27.6 

小　　計 70,930,398 40.6 76,368,394 41.2 5,437,996 7.7 

地方譲与税 725,929 0.4 772,052 0.4 46,123 6.4 

利子割交付金 8,014 0.0 15,080 0.0 7,066 88.2 

配当割交付金 101,900 0.1 104,676 0.1 2,776 2.7 

株式等譲渡所得割交付金 113,536 0.1 201,448 0.1 87,912 77.4 

地方消費税交付金 7,568,234 4.3 8,778,308 4.7 1,210,074 16.0 

環境性能割交付金 59,722 0.0 54,855 0.0 △ 4,867 △ 8.1 

国有提供施設等所在市町村
助成交付金

361,115 0.2 365,446 0.2 4,331 1.2 

地方特例交付金 1,330,507 0.8 119,117 0.1 △ 1,211,390 △ 91.0 

地方交付税 9,398,536 5.4 10,130,204 5.5 731,668 7.8 

交通安全対策特別交付金 40,000 0.0 35,000 0.0 △ 5,000 △ 12.5 

法人事業税交付金 767,002 0.4 892,449 0.5 125,447 16.4 

国庫支出金 49,847,026 28.5 55,482,601 29.9 5,635,575 11.3 

県支出金 19,676,908 11.3 21,023,370 11.3 1,346,462 6.8 

市債 13,860,173 7.9 11,054,000 6.0 △ 2,806,173 △ 20.2 

小　　計 103,858,602 59.4 109,028,606 58.8 5,170,004 5.0 

174,789,000 100.0 185,397,000 100.0 10,608,000 6.1 合　　　　　　　計

依
存
財
源

　　内　　　　訳

令和７年度　一般会計歳入予算　自主・依存財源別構成比

令和６年度 令和７年度

自
主
財
源

（単位：千円）
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（単位：千円）

増減額（Ｃ) 伸率

予算額（Ａ) 構成比％ 予算額（Ｂ) 構成比％ （Ｂ）－（Ａ） (Ｃ)/(Ａ)％

23,238,674 13.3 24,514,083 13.2 1,275,409 5.5 

71,738,606 41.0 76,780,324 41.4 5,041,718 7.0 

10,984,015 6.3 10,941,385 5.9 △ 42,630 △ 0.4 

105,961,295 60.6 112,235,792 60.5 6,274,497 5.9 

17,859,703 10.2 20,172,746 10.9 2,313,043 13.0 

857,984 0.5 1,130,658 0.6 272,674 31.8 

9,187,674 5.3 11,746,088 6.3 2,558,414 27.8 

27,905,361 16.0 33,049,492 17.8 5,144,131 18.4 

普通建設事業費 17,303,721 9.9 18,731,893 10.1 1,428,172 8.3 

単　独 4,647,335 2.7 4,027,575 2.2 △ 619,760 △ 13.3 

補　助 12,656,386 7.2 14,704,318 7.9 2,047,932 16.2 

災害復旧事業費 4 0.0 4 0.0 0 0.0 

単　独 0 - 0 - 0 -

補　助 4 0.0 4 0.0 0 0.0 

失業対策事業費 0 - 0 - 0 -

17,303,725 9.9 18,731,897 10.1 1,428,172 8.3 

1,116,009 0.6 1,706,767 0.9 590,758 52.9 

0 - 0 - 0 -

8,227,314 4.7 5,331,308 2.9 △ 2,896,006 △ 35.2 

14,175,296 8.1 14,241,744 7.7 66,448 0.5 

0 - 0 - 0 -

100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0 

23,618,619 13.5 21,379,819 11.5 △ 2,238,800 △ 9.5 

174,789,000 100.0 185,397,000 100.0 10,608,000 6.1 合　計

そ
の
他

積立金

投資及び出資金

貸付金

繰出金

前年度繰上充用金

予備費

小　計

投
資
的
経
費

小　計

令和７年度　　一般会計歳出予算　性質別構成比

                     区　分
　内　訳

令和6年度 令和7年度

義
務
的
経
費

人件費

扶助費

公債費

小　計

消
費
的
経
費

物件費

維持補修費

補助費等

小　計

- 7 -



令和７年度主要事業⼀覧 
番号 区分 課 名 事 業 名 概  要 予算額(千円) 

01 多様なつながりで共に助け合い、認め合う安全安⼼に暮らせるまち ＮＡＨＡ 

1 新規 平和交流・男⼥
参画課 ⽇本⾮核宣⾔⾃治体協議会 

本市が加盟している、核兵器の廃絶と恒久平和の実現を発信
することを⽬的として設⽴された「⽇本⾮核宣⾔⾃治体協議
会」が主催する総会を本市で開催します。 

4,775 

2 継続 平和交流・男⼥
参画課 

沖縄戦体験者証⾔記録映像
制作業務 

戦争体験者の⾼齢化が進むなか、戦禍の記憶を⾵化させるこ
となく、沖縄戦の実相や平和の尊さを次の世代へ継承してい
くことを⽬的に、沖縄戦体験者の証⾔映像を制作し、市内⼩
中学校への配付や市ホームページでの公開を⾏います。 

5,395 

3 新規 平和交流・男⼥
参画課 戦後８０年記念事業 

恒久平和のモニュメント「なぐやけ」は、戦没者の慰霊とと
もに、恒久平和を発信するモニュメントとして、戦後 50 年の
節⽬の年に建⽴しました。 
戦争体験者の⾼齢化が進み、毎年市主催で実施している「那
覇市戦没者追悼式」の参列者も減少しているなか、平和を希
求する想いをより⼀層強く発信していくために、既存の恒久
平和のモニュメント「なぐやけ」の周囲に、戦没者の慰霊と
恒久平和の発信を表記した新たな刻銘を設置します。 

8,206 

4 新規 平和交流・男⼥
参画課 

友好・姉妹都市締結祝賀会
及び交流会事業 

⼈的・⽂化的交流等を通じて相互理解と友好をより⼀層深め、
平和の構築を図ることを⽬的に、平和の象徴として復活を遂
げた「那覇⼤綱挽祭り」の期間に合わせて、本市の友好・姉
妹都市を招いた交流会を開催します。 

10,796 

5 継続 平和交流・男⼥
参画課 男⼥共同参画計画推進事業 

令和元年に策定された第 4 次那覇市男⼥共同参画計画を実施
し、男⼥共同参画社会の実現を⽬指します。また「那覇市性
の多様性を尊重する条例」を制定するため、パブリックコメ
ントや当事者等への聞き取りを⾏い令和 8 年度中に制定しま
す。 

281 

6 継続 平和交流・男⼥
参画課 

「思春期の⼼と体」のため
の意識啓発事業 

市⽴中学校に通う⼦どもたちを対象に、思春期の⼦どもたち
のための「⼈間関係づくりを考える」プログラムです。問題
解決能⼒を⾼める CAP（⼦どもへの暴⼒防⽌プログラム）の
理念をベースに⼈間関係のトラブルから⾃分を守る⽅法を学
びます。 

852 

7 継続 防災危機管理課 総合防災訓練実施事業 
⼤規模地震及び津波発⽣を想定し、防災関係機関及び地域住
⺠参加のもと、災害発⽣時における連携や対応状況を検討す
るとともに、広く市⺠の防災意識の⾼揚を図ります。 

4,586 

8 継続 防災危機管理課 防災⾏政無線更新事業 
市⺠等の⽣命・財産を守る重要な情報⼿段である防災⾏政無
線の取替えを⾏います。 275,482 

9 継続 市⺠⽣活安全課 保安灯設置等事業補助⾦ 
安全で快適な⽣活環境の整備促進のため、保安灯の設置及び
維持、防犯カメラの設置を⾏う団体に対し、補助⾦を交付し
ます。 

38,591 

10 継続 市⺠⽣活安全課 外国⼈⼀元的相談窓⼝事業 

在住外国⼈が⽇本に安⼼して暮らすため、住⺠登録、健康保
険、年⾦、税⾦、福祉、教育等に関する相談を受ける窓⼝を
設置し、適切な情報提供や相談場所に到達できるよう多⾔語
で相談対応を⾏います。 

8,005 

11 継続 市⺠⽣活安全課 交通安全関連事業補助⾦ 
交通事故ゼロをめざし、市⺠総ぐるみで携わる交通安全運動
を推進します。 5,059 

12 継続 市⺠⽣活安全課 消費者教育・啓発活性化事
業 

消費者被害の拡⼤防⽌のため、啓発活動や消費教育、相談業
務等に取り組み、安全安⼼な消費⽣活の確保に取り組みます。 367 

13 継続 まちづくり協働
推進課 

校区まちづくり協議会⽀援
事業 

校区内で活動する団体等が⼀体となり、地域ぐるみで⾼齢者
を⾒守り、⼦どもを育てる等の体制の確⽴及び地域住⺠に対
する広報等、地域課題の解決に向けた取組を実践する校区ま
ちづくり協議会及び準備会に対し、運営や活動に対する⼈的
及び財政的⽀援を⾏います。 

20,319 

14 継続 まちづくり協働
推進課 

コミュニティ供⽤施設整備
事業（防衛交付⾦） 

地域活動の拠点となる、⾃治公⺠館等を対象に、コミュニテ
ィ供⽤施設の整備に対する補助⾦を交付し、地域活動の活発
化と災害時の避難所としての活⽤を図ります。 

10,208 

15 継続 まちづくり協働
推進課 

なは SDGs 推進事業（多様
なつながり地域づくり） 

SDGs の達成につながる協働によるまちづくりの活動を創出
し、社会課題の解決や社会価値の向上⼜は創造によって、持
続可能な地域社会の実現を⽬指すための「那覇市版 SIB（ソ
ーシャルインパクトボンド）」導⼊を図ります。 

11,990 
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令和７年度主要事業⼀覧 
番号 区分 課 名 事 業 名 概  要 予算額(千円) 

16 継続 福祉政策課 那覇市戦没者追悼式事業 
先の⼤戦における戦没者への追悼と、と恒久平和を発信する
ことを⽬的として、那覇市及び那覇市議会主催で追悼式を開
催します。 

2,074 

17 継続 保護管理課 ⽣活困窮者⾃⽴相談⽀援事
業 

⽣活保護に⾄る前の段階の⾃⽴⽀援（第 2 のセーフティネッ
ト）として、⽣活困窮者に対し、⽣活、就労その他の⾃⽴に
関する伴⾛型の相談⽀援や、各制度利⽤のためのプラン作成
等を実施します。 

73,790 

18 継続 保護管理課 ⽣活困窮者⾃⽴促進事業 

「⽣活困窮者就労準備⽀援事業」（就労に様々な課題を抱える
⽣活困窮者に対し、利⽤者状況に応じたプログラムに基づく
⽀援を⾏う）、「⽣活困窮者家計改善⽀援事業」（家計の適切把
握及び収⽀バランスの改善⽀援等を⾏う）を実施します。 

17,105 

19 継続 消防局総務課 ポンプ⾞購⼊事業 

那覇市消防⼒整備計画に定める更新の⽬安 15 年を超える消
防ポンプ⾞を同計画に基づき購⼊します。令和 7 年度は消防
ポンプ⾞１台（CD-1 型）を購⼊し、⾞齢が古いポンプ⾞と⼊
れ替えます。 

70,697 

20 継続 消防局総務課 （仮称）識名出張所整備事
業 

那覇市消防⼒整備計画に基づく消防署所の適正配置を⽬的
に、（仮称）識名出張所を建設し、消防⼒の強化を図ります。 509,666 

21 継続 消防局総務課 ⾼規格救急⾞購⼊事業 
那覇市消防⼒整備計画に定める⾞齢 7 年を超える⾼規格救急
⾞を同計画に基づき購⼊します。 46,834 

22 新規 消防局総務課 消防局庁舎照明器具 LED
化事業 

那覇市個別施設計画策定基本⽅針及び那覇市消防⼒整備計画 
(個別施設計画編)の⽅針に基づいて、消防局庁舎の照明器具
を蛍光灯から LED に移⾏することで、環境負荷対策及びラン
ニングコストの削減を⾏います。 

2,442 

23 継続 予防課 補助⾦（⼥性防⽕クラブ） 

地域防災⼒の向上、市⺠が安全安⼼に暮らせるまちづくりを
進めるため、福祉・⻘少年育成・祭り・⾏事など地域社会と
多様なつながりがある⼥性防⽕クラブの活動強化を図る⽬的
で、運営補助を⾏います。 

475 

24 新規 警防課 消防団活動管理ＤＸ事業 

消防団の活動管理に係るアプリを導⼊することで、消防団員
への出動指令から出動に伴う報酬⽀払事務までを⼀括管理
し、消防団員及び事務担当職員の負担軽減を図ります。また、
同アプリを活⽤し消防団のスケジュール管理や⾞両・資機材
管理を効率化します。 

396 

25 継続 情報指令課 
那覇市⾼機能消防指令シス
テム及び消防救急デジタル
無線更新事業 

各種災害に迅速・確実に対応できる体制を維持するため、「⾼
機能消防指令システム」及び「消防救急デジタル無線」を令
和８年４⽉運⽤開始に向けて整備します。 

713 

02 互いの幸せを地域と福祉で⽀え合い誰もが輝くまち ＮＡＨＡ 

26 新規 環境保全課 ⽕葬炉⼯事に伴う負担軽減
対策事業 

いなんせ斎苑の⽕葬炉⼯事期間中、⽕葬待ち⽇数の⻑期化予
防、並びに⽕葬待ち⽇数の増加による市⺠の経済的･精神的負
担を軽減するため、南斎場利⽤者に対する⽕葬費の⼀部、ま
たは⽕葬待ち⽇数が⻑期化した際にいなんせ斎苑利⽤者に対
し葬祭費⽤の⼀部を⽀援します。 

9,600 

27 継続 福祉政策課 安⼼⽣活創造推進事業 
⾼齢者等、⽀援を必要とする⽅が孤⽴しないよう、⾃治会等
による訪問活動を⾏う「地域⾒守り隊」の結成充実を図り、
誰もが安⼼して⽣活できる地域づくりを⽬指します。 

35,942 

28 継続 福祉政策課 避難⾏動要⽀援者対策事業 

災害時において避難⾏動要⽀援者の避難を迅速に⾏えるよ
う、避難⽀援についての同意確認や個別避難計画書の作成を
関係機関等の協⼒を得ながら推進します。 
また、福祉避難所設置数を拡充し、避難⽀援体制の構築を図
ります。 

1,404 

29 継続 福祉政策課 地域福祉推進会議事業 

地域福祉推進の中核的役割を担っている⺠⽣委員児童委員の
３年ごとの⼀⻫改選時に、退任する⺠⽣委員への感謝状等の
授与や⺠⽣委員児童委員と⾏政との意⾒交換の場を設け、相
互の理解を深め、地域福祉の増進を図ります。 

1,019 

30 継続 ちゃーがんじゅ
う課 緊急通報システム事業 

慢性疾患等があり、⽣死に関わる危険性が⾼い独居⾼齢者等
が、体調不良等の緊急事態の際に通報することで、救急⾞両
の⼿配など迅速に対応する緊急通報システム事業について、
ＩＴ技術を活⽤した⾒守りの仕組みの導⼊による機能強化を
図ります。 

4,171 
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令和７年度主要事業⼀覧 
番号 区分 課 名 事 業 名 概  要 予算額(千円) 

31 継続 ちゃーがんじゅ
う課 

那覇市⽼⼈福祉センター等
ＬＥＤ化事業 

那覇市末吉⽼⼈福祉センター及び那覇市壺川⽼⼈福祉センタ
ーの照明器具をＬＥＤ化することにより、消費電⼒及び温室
効果ガスの排出を抑制し、地球温暖化防⽌を図ります。 

2,782 

32 継続 障がい福祉課 障害福祉サービス等給付費 

障がいのある⽅に対し、居宅や施設等の場において、⾝体的
な介護等のサービスを受けことができるようにすることで、
⽇常⽣活を⽀援します。また、⽣活訓練・職業的訓練が必要
な⽅に対し、適切な⽀援を提供することにより、⾃⽴、社会
参加の促進を図ります。 

17,019,536 

33 継続 障がい福祉課 ⾃⽴⽀援医療給付事業 
⾝体障害者（⾝体障害者⼿帳保持者）の更⽣に要する医療(⼿
術等)により、その障がいを除去⼜は軽減して職業能⼒を増進
し、⽇常⽣活を容易にすることを⽬的とした事業です。 

1,131,715 

34 継続 障がい福祉課 相談⽀援事業 

障がいのある⽅、またはその家族や⽀援者などからの相談に
応じ、必要な情報の提供等の便宜を供与することや、権利擁
護のために必要な援助を⾏うことにより、障がいのある⽅が
⾃⽴した⽇常⽣活及び社会⽣活を営むことができるよう⽀援
を⾏います。 

54,366 

35 継続 障がい福祉課 重度⼼⾝障害者医療費等助
成事業 

重度⾝体障がい者及び知的障がい者に対する医療費の⾃⼰負
担⾦を助成し、保健の向上と福祉の増進を図ります。 712,823 

36 新規 障がい福祉課 地域⽣活⽀援拠点等整備事
業 

障がい者等の重度化や⾼齢化⼜は「親亡き後」に備え、障が
いのある⽅が地域で安⼼して暮らし続けることができるよう
地域⽣活⽀援拠点等の機能を整備し、緊急時に備えた相談⽀
援や関係機関の連携体制の構築を図ります。 

2,099 

37 継続 保護管理課 ⼦供の貧困緊急対策事業 

貧困状態にある⼜は将来的に貧困に陥る可能性がある児童の
掘り起こしと⾃⽴に向けた⽀援を実施するため、⼦どもの貧
困対策⽀援員配置及び⼦どもの居場所の運営⽀援等を実施し
ます。 

195,809 

38 継続 保健所 健康増
進課 健康増進事業（健康づくり） 

本市が抱える健康課題を踏まえ、健康づくりの推進に必要な
⽅策や基本的事項を⽰し、関係機関等と連携しながら市⺠の
健康の維持・増進を図ります。 

3,090 

39 継続 保健所 健康増
進課 

⽣活習慣病予防健診・保健
指導事業 

健康⻑寿復活に向け、若い世代からの⽣活習慣病予防及び適
切な⽣活習慣の定着を図ることを⽬的に、20 代、30 代を対
象とした健診を実施します。また、肥満者（BMI25 以上）を
対象に、従来の保健指導ではなく、ICT を活⽤した⽣活習慣
病予防プログラムにより「肥満の改善」を図ります。 

5,849 

40 継続 国⺠健康保険課 後期⾼齢者療養給付費負担
⾦ 

後期⾼齢者の医療費に係る法定負担⾦であり、窓⼝負担分を
除き、国が 4/12、県と市がそれぞれ１/12 の割合で負担しま
す。 

3,136,815 

41 継続 保健所 地域保
健課 発達⽀援強化事業 

就学前の発達の気になる乳幼児を早期に把握し、親⼦教室や
発達相談等を実施することにより、保護者の不安を軽減する
とともに、発達の気づきを促し、必要な⽀援を⾏います。 

3,956 

42 継続 保健所 地域保
健課 

先進医療不妊治療費助成事
業 

独⾃助成として、保険適⽤外の不妊治療について、厚⽣労働
⼤⾂が先進医療に指定した治療に限り費⽤の⼀部を助成しま
す。 

10,998 

43 継続 保健所 地域保
健課 ⼦育て⽀援アプリ事業 

乳幼児健診の受診票をデジタル化することにより、保護者は
いつでも⼊⼒提出ができるようになります。また、スタッフ
は受診票を記載する⼿間や⼊⼒等に発⽣するヒューマンエラ
ーを回避し健診の円滑化を図ります。 

6,257 

44 継続 保健所 ⽣活衛
⽣課 ⽣活衛⽣監視指導事業 

⽣活衛⽣営業施設等の許認可に関する業務および衛⽣監視指
導を⾏い、⽣活衛⽣施設営業者等へ衛⽣講習会を開催します。
また、衛⽣監視員の資質向上のための研修会等に出席します。 1,863 

45 継続 保健所 保健総
務課 病院事業運営費負担⾦ 

那覇市⽴病院が地⽅独⽴⾏政法⼈としての公的使命を果たせ
るよう、国が定めるルールにのっとり、法⼈の⼀部経費につ
いて、設⽴団体である本市が負担します。 
市⽴病院建て替え事業については、新病院への移転経費や新
病院建設室専従職員の⼈件費等の半額を対象としています。 

974,278 
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令和７年度主要事業⼀覧 
番号 区分 課 名 事 業 名 概  要 予算額(千円) 

46 継続 保健所 保健総
務課 病院事業債貸付⾦ 

地⽅独⽴⾏政法⼈は設⽴団体以外からの⻑期借⼊ができない
ため、県の同意を得た上で本市が病院事業債を借り⼊れ、そ
の全額を那覇市⽴病院に貸し付けます(転貸債)。 
貸し付けた資⾦は、新病院開院に必要な医療機器等の整備の
ほか、現病院棟の解体撤去⼯事、跡地整備に向けた実施設計
等の経費に充てられます。 

5,192,200 

47 新規 保健所 保健総
務課 

那覇市保健所⻑寿命化計画
策定事業 

築 28 年（令和 6 年度時点）を経過した那覇市保健所の建物
の⻑寿命化を⽬指したものであり、個別施設計画の中⻑期的
な財政負担の低減及び平準化を図り、那覇市保健所の施設の
維持管理・更新及び保健所機能強化を着実に推進するため、
⻑寿命化計画を策定します。 

5,515 

48 新規 保健所 保健総
務課 

病院事業運営費負担⾦（⽊
のぬくもりにつつまれた空
間づくり⽀援） 

那覇市⽴病院では、新病院棟建設⼯事に伴い伐採した琉球松
を⽤いた什器製作をはじめ、総合待合室等のイスやテーブル
に国産⽊材を使⽤した什器を調達し、⽊のぬくもりにつつま
れた空間づくりを⾏います。 
このうち、那覇市森林環境譲与税使途検討委員会の承認を受
けた⽊材利⽤に要する経費に対する負担⾦を交付し、当該取
組を⽀援します。 

59,463 

49 新規 保健所 保健総
務課 那覇市保健所 LED 化事業 

保健所内の照明器具を令和 5〜9 年度の 5 年間で蛍光灯から
LED に交換する計画を、器具の単価や施⼯費が年々値上がり
していることも考慮して前倒しをし、令和 7 年度に実施設計、
令和 8 年度で残り全ての器具を LED 器具へ交換する⼯事を
実施します。 

2,635 

50 継続 保健所 保健総
務課 結核定期健康診断促進事業 

私⽴の学校や施設⼜は⽇本語教育施設で実施する定期結核健
康診断について補助⾦を交付し、実施者の費⽤負担軽減を図
るとともに、定期の結核健康診断の実施を促進することによ
り、結核患者の早期発⾒と患者拡⼤防⽌を図ります。 

4,120 

51 継続 こどもえがお相
談課 若年妊産婦の居場所事業 

居場所の運営を⺠間団体等に委託し、若年妊産婦が⽇中通所
して利⽤できる居場所を活⽤することで家庭や社会から孤⽴
することなく、安⼼して⼦育てができ、⾃⽴にむけ安定した
⽣活を営むための⼀助となります。 

36,096 

52 継続 救急課 救命講座普及啓発推進事業 

傷病者発⽣現場において、バイスタンダー（その場に居合わ
せた⼈）の応急⼿当が重要であることから、⼼肺蘇⽣法やＡ
ＥＤの取扱い等の救命講習会を開催し、市⺠等の救命能⼒の
向上と普及啓発に取り組みます。 

13,139 

53 継続 救急課 那覇市コンビニ AED ステ
ーション設置事業 

那覇市内のコンビニエンスストア周辺で重篤な傷病者が発⽣
した際、バイスタンダー（その場に居合わせた⼈）が店舗か
らＡＥＤを持ち出して救命処置ができる体制を構築します。 

6,171 

54 新規 救急課 那覇市救急搬送⽀援システ
ム整備事業 

タブレット端末を⽤いて救急搬送⽀援システムを活⽤するこ
とにより、「救急搬送の迅速化」及び「救急業務の効率化」に
取り組みます。 

4,996 

03 次世代の未来を拓き、豊かな学びと⽂化が薫る誇りあるまち ＮＡＨＡ 

55 継続 ⽂化振興課 なはーと⽂化芸術事業 

本市にゆかりあるアーティストらによる作品等を県内外に発
信する「創造・発信事業」、市⺠等へ質の⾼い⽂化芸術を提供
する「鑑賞事業」、⽂化芸術活動等に必要な⼈材の育成等を⾏
う「普及・⼈材育成及び交流事業」の 3 つの事業に類型化し、
効果的に展開します。 

101,793 

56 継続 ⽂化振興課 那覇⽂化芸術劇場なはーと
管理運営費 

市⺠が⽂化芸術に親しむ機会や市⺠の多様な活動の場の提
供、⽂化芸術の担い⼿の育成や⽂化芸術を通じた交流活動を
⽀援していくため、那覇⽂化芸術劇場なはーとの運営及び維
持管理を⾏います。 

344,989 

57 継続 ⽂化財課 （仮称）国宝等収蔵・展⽰
施設整備事業 

⾸⾥城公園内の中城御殿跡地において、本市が所有する国宝・
琉球国王尚家関係資料等の常設展⽰・収蔵に向けて、実施設
計など引き続き沖縄県と連携しながら取り組みます。 

506,387 

58 継続 ⽂化財課 崇元寺跡保存整備事業 
旧国宝であった崇元寺について「崇元寺跡」の保存及び認知
向上を図るため、ガイダンス施設の整備に取り組みます。 753,521 

59 継続 ⽂化財課 特別展事業 
「中国陶磁」をテーマに、中国陶磁器の名品とその歴史、琉
球の焼物に与えた影響などを紹介する展⽰会を壺屋焼物博物
館で開催します。 

10,400 
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令和７年度主要事業⼀覧 
番号 区分 課 名 事 業 名 概  要 予算額(千円) 

60 継続 こども政策課 那覇市まなびクーポン事業 

⼦どもの貧困対策の⼀環として、経済的な理由で学校外教育
を受けることができない低所得世帯の⼦どもたち（⼩学４年
⽣から中学⽣）に対して、学習塾等で使⽤できるクーポンを
提供し、放課後の学びの格差などの解消に向けて取組みます。 

248,741 

61 新規 こども政策課 こどもの権利に関する市⺠
の意識醸成及び調査業務 

「（仮称）那覇市こどもの権利条例」の制定を⽬指すため、そ
の制定過程において、こども及びこども・⼦育てに関わる当
事者の声を広く聴取する取組みを実施します。 

6,303 

62 新規 こども政策課 認定こども園防災対策物品
購⼊費 

⼤規模災害に対する防災対策として防災⽤ヘルメット等の購
⼊を全公⽴園に対して実施いたします。 8,336 

63 継続 こども政策課 放課後児童クラブ利⽤料軽
減事業 

低所得世帯の放課後児童クラブ利⽤にかかる経済的負担を軽
減することで児童クラブを利⽤しやすくし、保護者の就労⽀
援及び⼦育て⽀援につなげ、児童の健全育成を図ります。 

31,887 

64 継続 こどもみらい課 保育⼠離職抑制対策事業 
保育⼠の離職防⽌を⽬的に、休憩時間の代替保育⼠、保育に
係る周辺業務を⾏う職員、障がい児等の担当保育⼠のサポー
トを⾏う職員等を配置した園に対し補助⾦を交付します。 

199,220 

65 継続 こどもみらい課 保育⼠継続応援給付事業 
新卒及び永年勤続保育⼠へ、就労継続を応援するための給付
を⾏うことにより離職を防⽌し、待機児童の解消、保育の量
の確保と質の向上を図ります。 

16,000 

66 継続 ⼦育て応援課 ⺟⼦⽣活⽀援施設事業 

⽀援が必要な⺟⼦世帯等を受け⼊れ、那覇市の次代を担う児
童の健全育成と⺟⼦の精神的・経済的な⽣活の安定を図り、
⾃⽴した⽣活への⽀援を⾏う事業です。指定管理者により運
営しています。 

60,983 

67 継続 ⼦育て応援課 ひとり親家庭等⽇常⽣活⽀
援事業 

⺟⼦家庭の⺟や⽗⼦家庭の⽗及び寡婦に、疾病その他の理由
により⼀時的に⽇常⽣活等に⽀障が⽣じたと認められるとき
に、家庭⽣活⽀援員を派遣するなど、保育や⾷事の世話、そ
の他の⽇常⽣活等を営むのに必要な⽀援を⾏います。 

10,999 

68 継続 ⼦育て応援課 養育費の履⾏確保等⽀援事
業 

ひとり親家庭のこども及びその家庭の福祉の向上を図ること
を⽬的に、ひとり親家庭の親等に対し、離婚後もこどもが⼼
⾝ともに健やかに育成されるよう、養育費の⽀払い等の取り
決めの促進を図る養育費の履⾏確保等に関する⽀援を⾏いま
す。 

695 

69 継続 こども教育保育
課 

地域⼦育て⽀援拠点事業
（公⽴） 

就学前の乳幼児を持つ親⼦の交流を図り、育児に関する相談、
講習、情報提供などの実施箇所を⾝近な地域に設置すること
により、⼦育ての負担感の緩和を図り、安⼼して⼦育て・⼦
育ちができる環境を整備し、地域の⼦育て⽀援機能の充実を
⽬的とします。 

43,744 

70 継続 こども教育保育
課 特別⽀援教育充実事業 

公⽴こども園に特別⽀援教育ヘルパー及び特別⽀援教育担当
教諭（主任ヘルパー）の会計年度任⽤職員を配置し、特別な
⽀援を要する園児の安全⾯や⽣活⾯の補助、⽀援計画の作成
等を⾏います。 

306,902 

71 継続 こども教育保育
課 医療的ケア児保育⽀援事業 

教育・保育施設等に⼊所希望の医療的ケア児の受⼊れを可能
とするため、教育保育施設等において体制の整備を⾏います。 51,478 

72 継続 こども教育保育
課 

こども誰でも通園制度の本
格実施を⾒据えた試⾏的事
業 

全ての⼦育て家庭に対して、多様な働き⽅やライフスタイル
にかかわらない形での⽀援を強化するため、現⾏の幼児教育・
保育給付に加え、利⽤可能枠の中で就労要件を問わず、保育
が利⽤できる新たな通園給付の創設を⾒据え、試⾏的事業を
実施します。 

8,523 

73 継続 こどもえがお相
談課 

ヤングケアラー⽀援体制強
化事業 

ヤングケアラーの⽀援対象児童の掘り起こしと⾒守り体制を
整えるために、福祉・介護・医療・教育等関係機関職員やこ
ども⾷堂などを実施している地域の市⺠団体とヤングケアラ
ーの理解を深めるとともにネットワークを構築していきま
す。 

384 

74 継続 こどもえがお相
談課 

⽀援対象児童等⾒守り強化
事業 

⺠間団体等が要保護児童対策地域協議会の⽀援対象児童等と
して登録されている⼦ども等の居宅を訪問して、⼦ども等の
状況の把握や⾷事の提供、学習・⽣活指導⽀援等を⾏い、⼦
どもの⾒守り体制の強化を図ります。 

26,722 

75 継続 ⽣涯学習課 地域学校協働活動推進事業 
幅広い地域住⺠等の参画を得て、地域全体で⼦ども達の学び
や成⻑を⽀えるため、地域と学校等が連携・協働して⾏う校
内外における様々な活動（地域学校協働活動）を推進します。 

16,278 
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令和７年度主要事業⼀覧 
番号 区分 課 名 事 業 名 概  要 予算額(千円) 

76 継続 ⽣涯学習課 
社会教育施設⽼朽化抑制事
業（塩害防⽌、⻑寿命化）
（⾸⾥公⺠館・図書館） 

⾸⾥公⺠館・図書館の耐久性の向上を図るため、屋上、屋根
の防⽔処理、外壁の塗装及び内装の改修⼯事を⾏います。 811,886 

77 継続 市⺠スポーツ課 児童のスポーツ県外派遣補
助⾦ 

部活動以外のスポーツ活動において、市・県を代表して県外
⼤会へ派遣される児童⽣徒に対して、旅費の⼀部を補助する
ことにより、広い視野を持つ⼈材育成及び競技⼒の向上を図
ります。 

25,786 

78 継続 施設課 ⼩学校バリアフリー化等施
設整備事業 

障がいの有無にかかわらず、誰もが安⼼して学ぶことができ
る学習環境を整えるため、エレベーターの新設などのバリア
フリー化を進めます。 

249,747 

79 新規 施設課 城北⼩学校⻑寿命化改良事
業 

築 40 年以上経過した城北⼩学校の校舎等について、施設の
⻑寿命化を図るため、校舎などの建築物の予防的な外部改
修、構造体の⻑寿命化やライフラインの更新、近年の学習内
容に応じた内部改修等の設計を⾏います。 

102,603 

80 継続 施設課 中学校バリアフリー化等施
設整備事業 

障がいの有無にかかわらず、誰もが安⼼して学ぶことができ
る学習環境を整えるため、エレベーターの新設などのバリア
フリー化を進めます。 

159,543 

81 継続 施設課 松島中学校⻑寿命化改良事
業 

築 40 年以上経過した松島中学校の校舎等について、施設の
⻑寿命化を図るため、校舎などの建築物の予防的な外部改修、
構造体の⻑寿命化やライフラインの更新、近年の学習内容に
応じた内部改修等の改修⼯事を⾏います。 

573,458 

82 継続 中央公⺠館 ⽯嶺公⺠館・図書館他 3 館
⾼効率照明整備事業 

那覇市の公⺠館・図書館の照明設備を LED 化することで、省
エネ化、CO2 排出量削減を図ります。 
令和 7 年度：⽯嶺公⺠館・図書館・プール 
令和 8 年度：若狭、繁多川、牧志駅前ほしぞら公⺠館・図書
館 

22,672 

83 継続 中央公⺠館 ⼩禄南公⺠館・図書館⾼効
率照明整備事業 

⼩禄南公⺠館・図書館の照明設備を LED 化することで、省エ
ネ化、CO2 排出量削減を図ります。 20,164 

84 新規 中央図書館 繁多川公⺠館・図書館冷房
機器取替事業 

繁多川公⺠館・図書館の⽼朽化している冷房機器を更新する
ことで市⺠が快適に利⽤できる環境の整備を⾏います。 2,651 

85 新規 中央図書館 若狭公⺠館・図書館冷房機
器取替事業 

若狭公⺠館・図書館の⽼朽化している冷房機器を更新するこ
とで市⺠が快適に利⽤できる環境の整備を⾏います。 2,149 

86 継続 学校教育課 特別⽀援教育充実事業（⼩・
中学校） 

特別な⽀援や医療的ケアが必要な児童・⽣徒を⽀援するため
の保健師、特別⽀援教育補助員の配置の充実を図ります。 327,835 

87 新規 学校教育課 学校問題解決⽀援事業 

保護者や地域等から学校や教員への過剰な要求や過度な苦情
に初期段階から対応するため、学校問題解決⽀援員を配置し、
その知⾒を⽣かした速やかな問題解決で教職員の負担軽減を
図り、本来業務に専念できる環境を整えます。 

8,215 

88 継続 教育相談課 
⼦ども寄添⽀援員（スクー
ルソーシャルワーカー）配
置事業 

市内全 17 中学校区に⼦ども寄添⽀援員を配置し、貧困家庭
にある児童⽣徒の現状把握を⾏い、貧困によりこどもがその
権利や利益を害され及び社会から孤⽴することのないよう、
家庭や学校、関係機関と連携してこどもを相談⽀援機関につ
なぎます。 

87,061 

89 新規 学務課 保護者等連絡ツール整備事
業 

那覇市⽴学校に保護者等連絡ツールを整備することにより、
那覇市⽴学校及び那覇市教育委員会と保護者等の連絡⼿段を
デジタル化し、利便性の向上及び校務の効率化を図ります。 4,723 

90 継続 学校給⾷課 学校給⾷費⽀援事業 

物価⾼騰が⾼⽌まりしている現状を踏まえ⼦育て世帯の経済
的な負担軽減を図るため、中学校の給⾷費については、県補
助に加え本市が半額を公費で⽀援することにより完全無償化
します。 
また⼩学校の給⾷費については、本市が保護者負担分の半額
を⽀援します。 

883,131 
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令和７年度主要事業⼀覧 
番号 区分 課 名 事 業 名 概  要 予算額(千円) 

91 継続 教育研究所 こどもの学習意欲を⾼める
ための ICT 環境整備事業 

電⼦⿊板などの ICT 機器を整備し、それらを活⽤した学習に
より、児童⽣徒の学習意欲を⾼め、学習の質の向上を図りま
す。 

80,080 

04 ヒト・モノ・コトが集い、育ち、ひろがる万国津梁のまち ＮＡＨＡ 

92 継続 商⼯農⽔課 第４次那覇市⽔産業振興基
本計画策定⽀援事業 

本市⽔産業を取り巻く環境の変化を踏まえ、現状や将来予測
を調査、分析等を⾏い、本市⽔産業の⽬指すべきあり⽅とそ
の実現施策を⽰した「第 4 次那覇市⽔産業振興基本計画」を
策定します。 

10,663 

93 新規 商⼯農⽔課 泊漁港等整備基本計画策定
事業 

令和 6 年度策定の泊漁港将来像構想を踏まえ、⽔産業及びマ
リン産業に加え、観光、飲⾷等にぎわいの創出により那覇市
の発展に資することのできるよう、実現化に向けた整備基本
計画を策定します。 

71,612 

94 継続 商⼯農⽔課 ⼩中学⽣キャリア教育⽀援 

若年層の早期からの職業意識の醸成、夢や就きたい仕事へき
っかけ作りの形成を図りつつ、将来の産業を担う⼈材の輩出
や地元に就職する⼈材の確保の契機とすることを⽬指し、市
内⼩中学校での出前講座及び⼩学⽣向けの職業体験イベント
を実施いたします。 

22,634 

95 継続 なはまち振興課 頑張るマチグヮー⽀援事業 

中⼼商店街の活性化に向けた事業を⾏う商店街振興組合等の
創意⼯夫による積極的な取り組み、提案事業を財政⽀援し、
多くの地元客及び観光客を呼び込み、にぎわい創出を図りま
す。 

13,000 

96 新規 なはまち振興課 中⼼市街地商業等振興計画
（仮称）策定事業 

「那覇市中⼼市街地の活性化に関する基本計画」を発展的に
引き継ぐ計画として、中⼼市街地の現状を整理するとともに、
DX 化、都市型 MICE への対応など「稼ぐ⼒」に寄与する商業
及び観光に資する振興施策を⽰す 5 年計画を策定します。 

10,060 

97 継続 なはまち振興課 公設市場管理運営事業 
第⼀牧志公設市場の使⽤者及び来場者が安全かつ快適に買物
や飲⾷等ができるよう施設の維持及び管理運営を⾏います。 128,357 

98 継続 観光課 那覇三⼤祭り⽀援事業 
「那覇ハーリー」、「那覇⼤綱挽まつり」の開催に必要な会場
の確保、諸々の⼿配、広報などを実施します。 33,309 

99 継続 観光課 奥武⼭地域スポ−ツ観光交
流拠点整備事業 

奥武⼭公園において、プロ野球春季キャンプ⽤施設の機能強
化及び拡充を⾏い観光誘客の更なる促進を図るとともに、市
⺠、県⺠がスポーツ等に親しむことのできる環境を確保する
ため、多⽬的屋内運動場や多⽬的広場の整備を⾏います。 

104,601 

100 継続 観光課 那覇 MICE 受⼊推進事業 

那覇市内で MICE 開催する主催者へ那覇市の観光資源を活⽤
した開催歓迎メニューの提供を⾏います。また、県外の MICE
プランナー等に対して那覇市の PR 及びネットワーク構築の
ため商談会へ出展します。 

4,892 

101 新規 観光課 WBSC U-18 野球ワールド
カップ⽀援事業 

2025 年 9 ⽉に開催される「WBSC U-18 ベースボールワール
ドカップ 2025」世界⼤会の成功に向けて、機運醸成を図り、
観光誘客を図ります。また、⼦供達が様々な交流事業を通し
て、様々な分野の世界ではばたく機会を創出します。 

54,034 

05 ⾃然環境と都市機能が調和した住みつづけたいまち ＮＡＨＡ 

102 継続 環境政策課 那覇市環境保全・創造基⾦
積⽴⾦ 

脱炭素社会の実現を⽬指しスピード感を持って施策展開を⾏
うため、当該基⾦を活⽤し再⽣可能エネルギーの普及や公共
施設の省エネルギー化等の取組を実施します。 

50,003 

103 継続 環境政策課 那覇エコアイランド拡張整
備基本計画 

平成 19 年（2007 年）に供⽤開始した最終処分場「那覇エコ
アイランド」は、令和 13 年度に満杯となる予定のため、隣接
海⾯を新たな最終処分場として整備します。 

90,546 

104 新規 クリーン推進課 エコマール那覇リサイクル
棟省エネ化推進事業 

⽸・瓶・ペットボトル等のリサイクル処理施設であるエコマ
ール那覇リサイクル棟において、既存照明の LED 化を図り、
消費電⼒の削減、⼆酸化炭素排出量の削減に取組みます。 

1,229 

105 継続 環境保全課 環境啓発事業 
市内に残された豊かな⾃然や⾝近な⾃然を将来に継承してい
くため、⾃然に親しむ機会を提供し、環境保全に対する意識
の向上を図ります。 

1,831 
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令和７年度主要事業⼀覧 
番号 区分 課 名 事 業 名 概  要 予算額(千円) 

106 継続 環境衛⽣課 ⼈と猫との共⽣社会推進事
業 

「⼈と猫が共に幸せに暮らす地域社会」の実現に向け、増加
している野良猫問題への対応策として・糞尿被害等対策の⽀
援・野良猫の把握や管理を⾏うサポーターを育成し、不妊去
勢⼿術の実施を⽀援し、繁殖制限を⾏うことで⼈と猫との共
⽣社会の実現を図ります。 

7,874 

107 継続 都市計画課 景観形成推進事業 

都市景観形成地域内における⺠間建設⼯事に対し、歴史的、
伝統的景観等を保全・育成するため、景観の重要な要素とな
る⾚⽡、⽯垣等の整備費を助成します。また、新たな景観形
成地域の追加指定及び景観計画改定に取り組みます。 

20,773 

108 継続 都市計画課 LRT 導⼊推進検討事業 

中⼼市街地、真和志、新都⼼の 3 つの拠点を結ぶ基幹的公共
交通として位置付けを⾏った次世代型路⾯電⾞ LRT の本格
的な導⼊に向け、関係機関との合意形成に必要な調査等を⾏
います。 

91,337 

109 新規 都市計画課 ⽴地適正化計画改定事業 

⽣活サービス機能や居住の誘導と公共交通ネットワークの形
成を連携して取り組む「那覇市⽴地適正化計画」の改定に向
け、これまでの施策の実施状況等の分析及び評価に取り組み
ます。 

9,009 

110 継続 道路建設課 橋りょう⻑寿命化修繕事業 
本市が管理する⽼朽化した橋梁について、法定点検結果をも
とに予防保全型の修繕を計画的に実施します。 236,130 

111 継続 道路建設課 道路新設改良事業(社会資
本交付⾦） 

主に都市計画決定を必要としない市道の新設改良や無電柱
化、⾃転⾞通⾏空間等の整備を⾏います。 307,000 

112 継続 道路建設課 街路整備事業（公共投資交
付⾦） 

都市計画道路において、交通渋滞の緩和や安全で快適な歩⾏
空間の確保を⽬的とし、道路の拡幅、無電柱化、バリアフリ
ー化等の整備を⾏います。 

918,250 

113 新規 道路管理課 道路維持管理事業 

道路維持管理事業の当初予算のうち、1,540 千円の予算で新
規に道路損傷 AI 検知システム活⽤事業を実施します。当該事
業では、⺠間保険会社が提供するドライブレコーダーの映像
データを基にアスファルトなどの道路表⾯のひび割れや、⽳
ぼこなどの損傷程度をＡＩが⾃動分析し、抽出する道路損傷
ＡＩ検知システムを活⽤することで、効率的な道路の維持管
理を⾏います。 

457,782 

114 継続 道路管理課 亜熱帯庭園都市の道路美化
事業 

観光都市にふさわしい道路環境及び景観を創出することを⽬
的に、観光地周辺市道の美化事業を実施します。 70,403 

115 継続 公園建設課 公園整備事業（沖縄振興公
共投資交付⾦） 

地域住⺠に良好な都市環境を提供し、まちの魅⼒を⾼めるた
め、公園を整備します。合わせて、⼀時避難場所としての防
災機能の強化を図ります。 118,500 

116 継続 公園建設課 公園整備事業（社会資本整
備総合交付⾦） 

地域住⺠に良好な都市環境を提供し、まちの魅⼒を⾼めるた
め、公園を整備します。合わせて、広域避難場所または⼀時
避難場所としての防災機能の強化を図ります。 

241,000 

117 継続 公園管理課 ⺠間活⼒を活かした公園活
性化事業 

公園の魅⼒向上を⽬的とし、パーク PFI 制度等を活⽤した官
⺠連携事業の導⼊により、公園利⽤者の利便性向上及び公園
施設の機能向上に取り組みます。 

5,953 

118 継続 まちなみ整備課 空家等対策推進事業 

平成 29 年度に策定された「那覇市空家等対策推進計画」に基
づき、市内の空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施
するため、市内にある不良住宅などの要件を満たす空家等に
対して、除却費⽤の⼀部補助を⾏います。 

2,394 

119 継続 まちなみ整備課 那覇市住宅確保要配慮者⽀
援事業 

市内の⺠間賃貸住宅を住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅として
登録した住宅に対し、バリアフリー化等の改修費の⼀部補助
などにより、重層的な住宅セーフティネットの構築を図りま
す。 

2,726 

120 新規 まちなみ整備課 那覇市空家等対策計画改定
事業 

平成 29 年度に策定された「那覇市空家等対策計画」が策定か
ら７年を経過することから、本市の空家等の現状や課題等を
整理し、併せて改正空家特措法の内容を踏まえ、より効果的
な空家等に関する施策を総合的に推進するため、計画を⾒直
します。 

13,420 
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令和７年度主要事業⼀覧 
番号 区分 課 名 事 業 名 概  要 予算額(千円) 

121 継続 市営住宅課 地域居住機能再⽣推進事業 

⽯嶺・⼤名・宇栄原・真地市営住宅の建替事業を⾏います。 
R7：⽯嶺（第 7-1 期本体⼯事）、⼤名（道路整備⼯事）、宇栄
原（第６期本体⼯事）、真地（第２期実施設計・解体・造成⼯
事） 

3,007,696 

122 継続 建築指導課 狭あい道路整備事業 

狭あい道路の（4ｍ未満道路）の拡幅整備誘導策として、事前
協議制度を確⽴し、後退線表⽰板等の設置を義務化していま
す。あわせて、後退⽤地の舗装整備への助成及び隅切りを確
保することに対する奨励⾦の交付を⾏うことで、安全で快適
なまちづくりを推進します。 

1,643 

123 継続 建築指導課 那覇市都市防災総合推進事
業（防災・安全） 

盛⼟等に伴う災害から⼈命を守るため、危険な盛⼟等を規制
する区域の指定を⾏い、安全な宅地造成等を図ります。 21,245 

124 継続 建築指導課 崖地防災対策事業 
市街地の整備を促進し、安全で快適な魅⼒あるまちづくりを
推進するため、崖崩れが懸念される急傾斜地等の安全対策に
対し補助⾦を交付します。 

7,000 

125 継続 技術総務課 那覇軍港跡地利⽤計画事業 
那覇軍港の跡地利⽤については、そのポテンシャルを活かし
た計画づくりを⽬指して、地主会との合意形成や関係機関と
の連携を深め、取り組みを進めていきます。 

13,555 

06 市⺠との信頼を深め、効率的で効果的な⾏財政運営を⾏う 

126 継続 秘書広報課 那覇市公式ホームページ再
構築事業 

市公式ホームページについて、スマートフォンでの利⽤やオ
ンライン申請システムとのスムーズな連携を重視し、市⺠に
とって利便性や検索性の向上を⽬指したホームページの再構
築を実施します。 

41,990 

127 継続 法制契約課 電⼦契約事業 
公共⼯事等の契約締結について電⼦契約サービスを利⽤し、
事業者の負担軽減及び市の内部事務の効率化を図ります。 704 

128 継続 企画調整課 デジタル化推進事業 
「那覇市 DX 推進計画」に基づき、全庁的にＤＸ（デジタル・
トランスフォーメーション）を推進していくための⽀援環境
を整えます。 

34,088 

129 継続 企画調整課 SDGｓ推進事業 
本市における SDGｓ推進を図るため、市⺠向けのフォーラム
と、SDGs を反映させた事業実施を促すための職員向け研修
を隔年で実施します。 

1,821 

130 継続 企画調整課 団体負担⾦（GW２０５０
PROJECTS 推進協議会） 

那覇空港、那覇港湾施設、牧港補給地区、普天間⾶⾏場を価
値創造の重要拠点と位置づけ、次代の沖縄の進化を象徴する
「世界に開かれたゲートウェイ」として、その将来像の具現
化を図ることを⽬的として設⽴されたＧＷ２０５０ＰＲＯＪ
ＥＣＴＳ推進協議会へ負担⾦を拠出します。 

15,687 

131 継続 情報政策課 基幹系システム標準化事業 

地⽅公共団体情報システムの標準化に関する法律（令和３年
法律第 40 号）に基づき、今年度末までに現⾏基幹系システム
を標準化するための関連業務（システム改修・移⾏作業、ネ
ットワーク構築等）を実施します。 

1,429,067 

132 継続 市⺠税課 当初課税業務委託事業 
当初課税業務の⼀部を外部委託化し、職員の健康障害リスク
の解消（働き⽅改⾰の推進）、市⺠サービスの向上及び市税調
定の増加への取り組み強化につなげます。 

20,325 

133 新規 こども教育保育
課 

公⽴こども園における⼀時
預かり保育・延⻑保育の利
⽤料徴収キャッシュレス化
事業 

公⽴こども園において、⼀時預かり保育料（⼀般型・幼稚園
型Ⅰ）及び延⻑保育の使⽤料⾦徴収業務をキャシュレス化し、
保護者（市⺠）の利便性の向上及び職員の現⾦を取り扱うリ
スク回避し負担軽減を図ります。 

4,032 

134 継続 建築⼯事課 新真和志複合施設建設事業 

⽼朽化した真和志⽀所、中央公⺠館・図書館、こども発達⽀
援センター、那覇市障がい者福祉センター、那覇市精神障が
い者地域⽣活⽀援センター、教育研究所などの７施設を集約
し、真和志地域の新たなコミュニティ拠点となる複合施設を
官⺠連携により建設します。 

659,960 

135 継続 消防局総務課 デジタル化推進事業 
クラウド型業務アプリ構築プラットフォーム及びポータブル
端末を使⽤することで、業務の効率化、データベース化を⾏
います。 

2,030 
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単位：千円

174,789,000 185,397,000 10,608,000 6.1 3.6 

 病院事業債管理特別会計 525,192 791,602 266,410 50.7 30.1 

 介護保険事業特別会計 30,786,159 31,487,918 701,759 2.3 2.4 

 国民健康保険事業特別会計 38,918,814 37,783,987 △ 1,134,827 △ 2.9 △ 4.9 

 後期高齢者医療特別会計 4,697,962 5,155,960 457,998 9.7 19.3 

 母子父子寡婦福祉資金
 貸付事業特別会計

81,377 102,314 20,937 25.7 △ 11.4 

 土地区画整理事業特別会計 7,052 6,089 △ 963 △ 13.7 △ 29.7 

 市街地再開発事業特別会計 316,967 303,232 △ 13,735 △ 4.3 △ 8.9 

小　　計 75,333,523 75,631,102 297,579 0.4 △ 0.6 

250,122,523 261,028,102 10,905,579 4.4 2.3 

 水道事業 9,060,251 9,959,796 899,545 9.9 △ 5.2 

 下水道事業 6,307,751 6,898,985 591,234 9.4 1.7 

小　　計 15,368,002 16,858,781 1,490,779 9.7 △ 2.5 

265,490,525 277,886,883 12,396,358 4.7 2.0 

令和7年度　　予算案総括表（企業会計を含む）

会　　　　計　　　　別
令和６年度
当初予算

令和７年度
当初予算

増　　減　　額

令和７年
度対前年
度増減率

（％）

令和６年
度対前年
度増減率

（％）

　一　　般　　会　　計

特
　
別
　
会
　
計

合　　計 （一般会計・特別会計）

企
業
会
計

総　合　計
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